
日本人口減少問題――2011 年以降の異常な死亡増加・出生減少 
Serious Japanese population decline--Abnormal increase in death and abnormal decrease in birth since 

2011 

矢ヶ﨑克馬、小柴信子  
 

厚労省人口動態調査から死亡率と出生率のデータを分析し福島東電原発事故以降

の年次変化の異常を確かめた．死亡率の変化は 1988 年以降直線近似が当てはまる．

2011 年以降の死亡者の異常増加 27 万６千人を算定した．出生数は 2007～ 2010
年を直線近似して 2011 年以降の出生者の異常減少を 27 万１千人と算定．男女別

平均寿命では女子に異常減少が目立った．  
（キーワード）人口動態調査 (demographic survey )、少子高齢化 (declining bir thrate and 

aging populat ion)、死亡率 (death rate)、出生率 (birthrate)、平均寿命 (l ife expectancy)  

§1 チェルノブイリ事故後の被曝防護指

針の大転換 

（1） 見かけ上の「科学」の 2極化 

チェルノブイリ原発事故は 1986 年に生

じた歴史上最悪の「レベル 7」の原発事故

だった． 

事故後の健康被害については、地元の専

門家等による膨大な被害報告が出る 1，2）一

方、国際原子力機関 IAEA 等、国際原子力

ロビーは健康被害を甲状腺ガン以外は一

切認めなかった．見かけ上の「科学」の極

端な 2極化が進んだ 3）． 

（2） 古典的放射線防護の放棄 

「チェルノブイリ事故後 10 年 4）」と銘打

ったＩＡＥＡの会議で「住民は毎日の放射

線リスクを受け入れる用意がある」とされ、

「被曝を軽減してきた古典的放射線防護

は複雑な社会的問題を解決するためには

不十分である．住民が永久的に汚染された

地域に住み続けることを前提に、心理学的

な状況にも責任を持つ、新しい枠組みを作

り上げねばならない」とされた．被曝量軽

減を趣旨としてきた「放射線防護体制」が

事実上放棄され「高汚染地域に住み続けさ

せる」という被曝を強制する体制が宣言さ

れたのだ．  

（3） 高汚染地域に住み続けさせる指針

の具体化 

さらに 11 年が経過し、2007 年の国際放

射線防護委員会ＩＣＲＰ勧告 5）でこの逆転

方針が具体化された．被曝状況概念が拡大

され、今までの「計画被曝状況」に「緊急

被曝状況」、「現存被曝状況」が追加された． 

 今まで防護基準が年間 1mSv だったもの

が、最高 100mSv まで被曝させっぱなしに

するという基準ができた．実効線量の名前

も「線量限度」と「参考レベル」という名

称を使い分け、高線量域に住み続けさせる

ための線量概念を新たにした 6）． 

（4）日本政府の棄民 

これがフクシマ原発事故に適用された．

「原子力災害特措法」の目的は「原子力災

害が放射能を伴う災害である特性に鑑み

て国民の生命、身体及び財産を守る」こと

にあるが、日本政府は「原子力緊急事態宣

言」を出すことにより被曝保護基準を

20mSv/年を設定した．日本の法律は現在も

年間 1mSv だ 7）．法律により守られてきた人

権が削られ、憲法２５条の生存権が放射能

分野で破壊された．安定ヨウ素剤は配布さ

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9F%E5%AD%90%E5%8A%9B%E7%81%BD%E5%AE%B3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9F%E5%AD%90%E5%8A%9B%E7%81%BD%E5%AE%B3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%94%BE%E5%B0%84%E8%83%BD
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れず 8）、スピーディーは公開されず 8）、ス

クリーニング基準は不当につり上げられ

た 9）． 

チェルノブイリでは事故後５年でチェ

ルノブイリ法 10）ができて住民の本格的被

曝軽減保護が始まった．同じタイミングで

安倍内閣は避難者の最低限の権利保障で

ある住宅保証を打ち切った．「子ども被災

者支援法 11）」が成立しているにもかかわら

ず、法の精神が「基本方針」レベルで骨抜

きにされた． 

（5）日本特有の被曝再生産メカニズム 

チェルノブイリ 10）では年間 5mSv 以上で

は居住が禁止されたが、日本では 5mSv/年

以上20mSv/年までの汚染地域に100万単位

の人が住み、作物を生産し続けた．食べて

応援 12）で全国の人が被曝した．これはチェ

ルノブイリではありえなかった被曝被害

の再生産基盤を与えた． 

以上のような防護指針の逆転の元に福

島原発事故の処理がなされ、日本では IAEA 

& ICRP 放射線防護態勢としては世界初めて

の高線量域に住民を住み続けさせ生産さ

せ続ける施政が行われた． 

一方で少子高齢化による人口減少が喧

伝される中で福島事故後の健康被害はマ

スコミでもほとんど報告されていない．放

射線被曝は「風評被害」と言い換えられた．

我々は厚労省「人口動態調査」13）を基板に、

2011 年以降の人口問題を分析した． 

 

§2 日本の総人口を自然増減と社会増減

に分解する 

自然増減とは毎年の出生数から死亡数

を差し引いた年ごとの前年からの増減を

示す．その年次依存は厚労省により図示さ

れるように 2005 年付近で正から負に変わ

り、2011 年で負の値を不連続的に大きくし

ている．これを数値積分して図 1で黒線で

示される自然増減から得られる人口の年

次依存を得た．なお定数値は 2017 年の社

会増減の値と整合させている． 

社会増減とは外国人の日本での居住数

から日本人の海外居住数を差し引いたも

のである．社会増減による人口は 2010 年

まではかなりの増加を示し、2011 年以降増

加の勾配が急に小さくなっている（図 1）．

自然増減と社会増減の和が日本の総人口

となる．図 1では一番上の赤線グラフが総

人口である、2011 年以降急減している．そ

の内容は自然増減および社会増減として

図中に示される． 

 

図 1 2003 年以降の日本の総人口 13）（赤）、自然増減

を積算したもの（黒）、および社会増減数（緑）．自

然増減の積算値（黒）と社会増減数（緑）を合わせ

たものが総人口（赤）である． 

 

§3 人口が 2010 年で極大を迎え 2011 年

から急減するのは： 

① 2010 年までは社会増減：図 1 では緑の

プロット：右スケール）が増加し、そ

の増加分が自然増減の減少分を上回り、

人口は増加している．2011 年以降はそ
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の傾向は逆転して自然増減の減少が主

となっている． 

② 社会増が2010年以前はその前年に比較

してかなりの増加だったのが、2011 年

から緩やかな増加に変わる．東電事故

の放射能放出により、諸外国で「帰国

せよ」と通達が出されたり、あるいは

新規来日を控えるような方針が出され

た．日本人の海外移住が増えたことも

あろう．このことを反映して「年あた

りの増加」が2011年以降急落している． 

③ 2011 年以降は異常な死亡数増加（後述）

と出生数減少（後述）が加わり、2010 年

を境界として急減したのである． 
 
§4 2011 年以降の系統的死亡率増加 

2011 年以降の異変の分析を死亡数と出

生数に分解して理解する．ここでは死亡数

を解析する． 

（１）死亡率の異常増加 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    

図 2 死亡数の 1988 年以降の年次推移． 

 

死亡率は 30 年以上の長期にわたって、

ほぼ直線近似できる傾向で推移してきた．

2011 年以降、系統的な異常増加が直視的に

認められる． 

2011 年以降の異常増加を定量するため

に、機械的に最終年度 2017 年から 30 年間

を全考察期間とし、後方の 20 年間で直線

近似とそれからの系統的ずれを検討し、前

半の 20 年間で直線近似の妥当性と系統的

変化の傾向があるかどうかの判断をする．

直線近似することは年々の死亡率変化が

白色雑音と見なせることを仮定している． 

まず後半 20 年間で、1998～2010 年（13

年間）を基盤直線近似区間として 2011 年

以降（7年間）の系統的増加（異常増加）

を求めると 27.6 万人と計算される（図 3、

表 1）． 

2018 年以降なお増加することが懸念さ

れる． 

この方法の妥当性を検討するために検

討区間を 10年間平行移動して前半の 20年

間で、1988～2000 を基盤的直線とし、2001

～2007年の7年間の直線からのずれを計算

すると 1.4 万人となる．この値は、①1988

年～2007 年の区間はほぼ直線であるがわ

ずかに上向きとなっていること、②2011 年

～2017 年の異常は 27.6 万人であったのに

対して約 20分の 1の値であることを示す． 

 この値から、1988 年からの 30年間は直

線よりわずかに増加する傾向を示すが、

2011 年以降の異常な増加を直線で近似し

て定量する方法は意味のある試算である

ことと判断した． 

なお、長期にわたる少子高齢化によると

見なされる死亡率は上記の「基盤となる直

線的増加」で示されるものである． 

（２） 総死亡率 

図 3 は 1998 年から 2017 年まで（20 年

間）の全国、福島県、南相馬市の総死亡率

の年次変化である 13）（南相馬市は 2010 年

以降）． 



4 
 

＜１＞福島県と全国の死亡率 

緑（■）の直線及び黒（●）の直線は 1998

年から 2010 年までの年次変化を直線近似

したもので、それぞれ福島県、全国の死亡

率年次依存である．近似直線は最小二乗法

で求めた． 

福島県、全国の場合ともに、2010 年以前の

死亡率は図 2、図 3 に示すように直線によ

り概略近似できる+． 

少子高齢化の傾向が 2010 年以前の直線

変化に現れているので、全国および福島県

の 2011 年以降の死亡率は少子高齢化傾向

を上回り異常に増加している． 

 

 

 図 3 全国（●黒色）、福島県（■緑色）、南相馬

市（◆赤色）の総死亡率 

 

異常値の予想からのずれを異常増加死

者数とすると異常増加死者数を表 1に示す． 

表 1の「実際値」は厚労省人口動態調査

の値、「推定値」は 1998 年～2010 年の直線

近似式（少子高齢化年次変移）を 2011 年

以降に外装してそれぞれの年予想値であ

る．「異常増加量」は実際量と推定値の差．

「95%信頼区間」は標準偏差をσとして±2

σの値を用いた．95％信頼区間の値は全て

正であり、いずれも 2011 年以降の「異常

増加」は有意であることを示す． 

2011 年～2017 年の 7 年間の異常増加死

亡者数は福島県で 11207 人（９５％信頼区

間 7714 人～14700 人）、全国で 276,048 人

(95% 信頼区間は 164,991 人～387,104 人)

である． 

福島県と全国の 2011 年以降の死亡者の

異常増加数．異常増加は統計的に有意に増

加していることが示される． 

表１ 

 福島県と全国死亡率の 2011 年以降の系統的異常増加死者数値表 

 

この異常死亡増加数は、各種の死因が一

斉に 2011 年以降異常増加をするなどが小

柴の集計 13）、日本における死産と周産期死

亡、乳児死亡 14）に示され、複雑心奇形 15）、

停留精巣 16）などの先天的奇形等にも関連
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する．原因の特定には至っていないが、共

通の原因として強い蓋然性を持って「放射

能被曝による」と推定される． 

2012 年以降年々の通常死亡率（2010 年

以前の直線外挿値）からの異常増加は全国

で 3.1％、福島で 7.0％である． 

さらに 2011 年の突出的死亡増を検討する

と、福島県では地震津波関連死 1607 人、

行方不明 207 人 とされている（警視庁資

料）ところ、上記異常増加死者数は 4016

人と計算され、地震津波関連死のおよそ

2.5 倍の死亡者異常増が浮かび上がる． 

南相馬市立総合病院副院長の及川友好

医師が 2013 年 5 月８日、衆議院の東日本

大震災復興特別委員会に参考人として出

席し、原発事故後の患者の健康管理などに

ついての現状報告の中で明らかにしたこ

とは「まだ暫定的ではあるが、恐ろしいデ

ータが出てきています」「われわれの地域

での脳卒中発症率が 65歳以上で約 1．4倍、

35 歳から 64 歳までの壮年期では 3．4倍に

上がっている」と公表した 17）（衆議院イン

ターネット審議中継）．これは氷山の一角

とみられるがこのように急増した疾患の

死者が上記異常増加死者数の内容となる

と推察される． 

ＮＨＫでは 2012 年 12 月 5 日、番組「ク

ローズアップ現代」で『お葬式が出せない 

どうする“葬送の場”』18）と題して「多死

社会」という言葉を導入した． 

山田耕作氏らによると 19）放出量はチェ

ルノブイリの 2～4.4 倍程度と考えるのが

妥当な量であるとされる．健康影響が及ぶ

範囲は従来のＩＣＲＰが主張していた「が

ん・白血病とごく少数の臓器機能不全」と

いう過小評価はもはや成り立たず、放射線

の作り出す酸化ストレスによる機能不全

が全身に及ぶ多量な疾病を誘発し、放射線

関連死は従来の概念をはるかに超えるこ

となどが最近の病理学で明らかになって

いる 20）． 

最近では「フクシマ」を語る際、用語と

して「放射能」は禁句とされ、もっぱら「風

評被害」のみが用いられる．意図的な情報

操作を感じざるを得ない． 

このような中で我々はありのままの現

実を見る目を保たなければならない． 

＜２＞南相馬市の死亡率 

南相馬市の死亡率は赤いプロット（◆）で

示す．市の死亡者数を市の住民登録数で除

して１０万人当たりに基準化したもので

ある． 

２０１４年までは福島県の死亡率とほ

ぼ同じであるが、２０１５年で急増する．

２０１５以降を２０１４以前と比較すれ

ば率にして１５％ほども増加している． 

南相馬市立総合病院院長及川友好氏は

同病院ＨＰ21）で「南相馬市の実人口は住民

票数に関わらず２０１１年には周辺への

避難により１万人を切るまで減少した」と

いう趣旨を述べ、２０１３年５月８日の衆

議院震災復興特別委員会の参考人として

前述のように「壮年層の脳卒中患者が震災

前の３．４倍に増加」等と証言している 17）． 

 住民実人口はその後回復している．住民

票の登録数は２０１１年の約７万人から

２０１７年の約６万人に漸減している．市

民の自主的避難と平行して、南相馬市の居

住制限区域及び避難指示解除準備区域は

２０１６年７月に解除され、現在は小高区

を除いて避難指示などが解除されている．

なお、避難指示が解除された区域のうちの

１中学校と３小学校が放射能基準値をオ

ーバーしているために近接地域の学校で
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授業を行っている． 

市の死亡率は住民票を母数として算出

されているので、住民票を市に置いたまま

市外に避難している人も統計の中に含ま

れる．大多数の市民がいったんは避難し時

間とともに帰還してきたという事実から

推定すると次の仮説が成り立つ． 

2011 年から 2014 年まで、ほぼ死亡率が

福島県のそれと同じなのは市の多数の人

が避難して、より放射能汚染の低い土地

（福島県内のより汚染が低い場所あるい

は他府県）で暮らしている条件下の人も含

めている状況で、死亡率が福島全県とほぼ

同率だった（2012 年と 2013 年はむしろ福

島県より若干低い値を示している．2014 年

は福島県と同率．） 

2015 年から急増して福島県の死亡率よ

り高くなった原因は高汚染地域に大多数

の住民が帰還したことと放射性ストレス

の蓄積等による効果と推察される．高汚染

地域への帰還の危険性を示すものと推察

する．（当該死亡率算出の詳しいことは

https://www.sting-wl.com/yagasakikats

uma30.html13）を参照）なお、南相馬市の

2015 年以降の死亡率激増は、人口現象によ

る見かけ上の減少ではないことが確認さ

れている． 

避難者が住宅手当が廃止されるのをき

っかけに高汚染地域に帰らざるを得なく

なっていることに危機感を抱く． 

図 4には平均寿命の年次変移を示す．平

均寿命は 0歳の子どもが平均してあと何年

生きられるかを示す「平均余命」のことで

ある．老齢化は平均寿命を延ばし、若年者

の死亡は平均寿命を短縮させる．女子の平

均寿命が 2011 年以降系統的に短縮してお

り、男子のそれは 2011～2012 年の短縮が

目立つ程度である．被曝によるガンのリス

クは女性が高いことが知られている 22）．平

均寿命の異常減少が放射線被曝によると

仮定するとこの減少は合理的に説明でき

る． 

 

図 4 男女別平均寿命の年次変移 

 

なお、年齢調整死亡率の年次依存に於いて

も 2011 年以降の異常は明瞭に認められ、や

はり女性の異常増加が大きい 23）． 
 

§5 出生数の異常減少 

（１）出生数の減少 

 図 5 1988 年以降の出生数と特殊出生率 

 

出生数は長期的に減少傾向を保つ．特殊

出生率は、1人の女性が出産可能とされる

https://www.sting-wl.com/yagasakikatsuma30.html13
https://www.sting-wl.com/yagasakikatsuma30.html13


4 
 

15 歳から 49 歳までに産む子供の数の平均

を示すものであるが、2005 年に極小値を示

し鋭く上昇に転じる．出生数も同じ年に異

常極小が見える． 

出生数は迷信による出産控えや社会条

件・政策等を反映しやすく、死亡数に比べ

れば短期間で変動し長期間での直線近似

は当てはまらない． 

2005 年に特殊出生率が最低になり、それ

以前のモードとそれ以後のモードが異な

ることを示しているので、2011 年以降の異

常を判定するために、2006 年～2010 の平

均直線化が、短期間ではあるが、唯一意味

あるものとなる． 

チェルノブイリ原発事故の 1986 年を境

界として周辺国では、それ以後の出生率が

明瞭に著しく減少した 24）．日本では少子高

齢化を反映して出生数が 2010 年以前から

激しく減少しているが、2011 年を境界とし

てさらに鋭く落ち込んでいる（図 5および

図 6参照）． 

図 6は図 5の出生数グラフの当該部分を

拡大して示すもので、2003 年以降の出生数

の年次推移である．2005 年の異常点より後

の 2006～2010 年を直線近似の基盤として

少子高齢化の傾向とした．2011 年以降のこ

の直線からの落ち込みを異常減少とした． 

この分析により 2011 年から 2017 年まで

の異常な出生数減少（図 6では黒い直線か

らの減少）が総計 27.1 万人に及ぶ数値が

得られた．死亡者の異常な増加数の総計と

同程度の落ち込みである． 

前述のように出生数の異常減少はチェ

ルノブイリ周辺国でも事故直後から鋭く

現れている 22）． 

図 6 2003 年以降の出生数の年次推移 

 

図 7には出生数に関連する死産数の年次

依存を表す. 

 

図 7 死産（総数、自然、人工）の年次変移 

 

2010 年以前の近似直線に対して 2011 年

以降は、自然死産、人工死産共に系統的に

増加している. 

以上の死亡数の異常増加と出生数の異

常減少を図 1の日本人口の年次依存に書き

加えると図 8の緑色の部分を占めることと

なる．人口減少に対して少子高齢化に依存

する減少はおよそ 75％、2011 年以降の異

常変化に起因する部分がおよそ 25％の割

合を占める．この異常部分の原因は探求さ

れてはいないが、強い蓋然性を持って放射

能被曝による異常人口減少と推察する. 

なお、２０１０年を最高値として急激に減

少が始るのは社会増減の変化による． 
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図 8 日本人口減少に占める異常減少． 

今後、人口の以上減少に対して男女別年

齢別の年次依存などを分析し、さらに異常

人口減少の実態を明確にする予定である． 
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